
静岡県告示第758号

静岡県私立専修学校等授業料減免事業費補助金交付要綱（令和２年静岡県告示第682号）の一部を次のよ

うに改正する。

令和３年10月１日

静 岡 県 知 事 川 勝 平 太

改正前 改正後

第１ 趣旨

知事は、静岡県内に所在し、高等学校等就

学支援金の支給対象となっている私立の専修

学校（高等課程）、各種学校及び１単位当た

りの授業料を徴収する通信制高等学校（以下

「私立高等学校（通信制）」という。）（以下

「私立専修学校等」という。）における教育に

係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の

機会均等に寄与するため、予算の範囲内にお

いて、授業料負担の軽減を図る私立専修学校

等を設置している者（以下「設置者」とい

う。）に対し、補助金を交付するものとし、そ

の交付に関しては、静岡県補助金等交付規則

（昭和31年静岡県規則第47号）及びこの要綱

の定めるところによる。

第２ 定義

この要綱において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 生徒 私立専修学校等に在学している者

をいう。ただし、次のいずれかに該当する

者を除く。

ア （略）

イ 高等学校、中等教育学校の後期課程、

高等専門学校、専修学校（高等課程）及

び各種学校（高等部）等の高等学校卒業

程度の資格を有する者

（２）～（３ ） （略）

（４） 道府県民税所得割 就学支援金が支給

される月の属する年度分（当該月が４月

から６月までの月である時は、その前年

第１ 趣旨

知事は、静岡県内に所在し、高等学校等就

学支援金の支給対象となっている私立の専修

学校、各種学校及び通信制高等学校（以下

「私立専修学校等」という。）における教育に

係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の

機会均等に寄与するため、授業料負担の軽減

を図る私立専修学校等を設置している者（以

下「設置者」という。）に対し、補助金を交付

するものとし、その交付に関しては、静岡県

補助金等交付規則（昭和31年静岡県規則第47

号）及びこの要綱の定めるところによる。

第２ 定義

この要綱において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 生徒 私立専修学校等に在学している者

をいう。ただし、次のいずれかに該当する

者を除く。

ア （略）

イ 高等学校、中等教育学校の後期課程、

高等専門学校、専修学校（高等課程又は

一般課程）及び各種学校（高等部）等の

高等学校卒業程度の資格を有する者

（２）～（３ ） （略）



度）の地方税法（昭和25年法律第226号）

の規定による道府県民税（同法の規定に

よる都民税を含む。）の同法第23条第１項

第２号に掲げる所得割（同法第50条の２

の規定によって課する所得割を除く。）を

いう。

（５） 市町村民税所得割 就学支援金が支給

される月の属する年度分（当該月が４月

から６月までの月である時は、その前年

度）の地方税法の規定による市町村民税

（同法の規定による特別区民税を含む。）

の同法第292条第１項第２号に掲げる所得

割（同法第328条の規定によって課する所

得割を除く。）をいう。

第３～第６ （略）

第７ 実績報告

（１）・（２） （略）

第８～第10 （略）

別表

１ 授業料減免支援

（１） 私立専修学校（高等課程）及び各種学校

第３～第６ （略）

第７ 実績報告

(２)に定める提出期限までに(１)に定める書

類により実績報告を行う。ただし、保護者

等により起因したやむを得ない事情により

過年度において訂正の必要が生じた場合に

は、設置者は、速やかに実績報告の訂正を

行うとともに、知事は、過年度支出又は過

年度返納において対応することとする。

（１）・（２） （略）

第８～第10 （略）

別表

１ 授業料減免支援

（１） 専修学校及び各種学校

区分 支援対象者 支援額 必要書類

ア

・生活保護法（昭和25年法

律第144号）第６条第２項に

規定する要保護者（同法第

17条に規定する生業扶助の

うち高等学校等就学費が給

付されない者に限る。）又は

これに準ずる程度に困窮す

（略）

授業料減

免確認書

（別紙様式１）

区分 支援対象者 支援額 必要書類

ア

・生活保護法（昭和25年法

律第144号）第６条第２項に

規定する要保護者（同法第

17条に規定する生業扶助の

うち高等学校等就学費が給

付されない者に限る。）又は

これに準ずる程度に困窮す

（略）

・授業料

減免確認書

（別紙様式１）

・保護者

等が静岡

県外に在

住してい



るに至った者

・（令和２年４月から令和

２年６月）

就学支援金の新制度対象者

で、保護者等の道府県民税

所得割の額と市町村民税所

得割の額を合算した額が、

100円未満である者

・（令和２年７月から令和

３年３月）

就学支援金の新制度対象者

で、高等学校等就学支援金

の支給に関する法律施行令

（平成22年政令第112号。以

下「政令」という。）第１条

第２項第１号に掲げる額か

ら第２号に掲げる額を控除

した額が100円未満である者

イ

・（令和２年４月から令和

２年６月まで）

就学支援金の新制度対象者

で、保護者等の道府県民税

所得割の額と市町村民税所

得割の額を合算した額が、

100円以上85,500円未満で

ある者

・（令和２年７月から令和

３年３月まで）

就学支援金の新制度対象者

で、政令第１条第２項第１

号に掲げる額から第２号に

掲げる額を控除した額が

100円以上48,300円未満であ

る者

（略）

ウ
・（令和２年４月から令和

２年６月まで）
（略）

るに至った者

・就学支援金の対象者で、

高等学校等就学支援金の支

給に関する法律施行令（平

成22年政令第112号。以下

「政令」という。）第１条第

２項第１号に掲げる額から

第２号に掲げる額を控除し

た額が100円未満である者

る 場 合

は、他の

自治体で

同様の補

助金を受

給してい

ない旨の

誓約書

(別紙 様式 １の ２ )

イ

就学支援金の対象者で、政

令第１条第２項第１号に掲

げる額から第２号に掲げる

額を控除した額が100円以上

48,300円未満である者

（略）

ウ
就学支援金の対象者で、政

令第１条第２項第１号に掲
（略）



（２） 私立高等学校（通信制） （２） 通信制高等学校

就学支援金の新制度対象者

で、保護者等の道府県民税

所得割の額と市町村民税所

得割の額を合算した額が、

257,500円以上338,500円未

満である者

・（令和２年７月から令和

３年３月まで）

就学支援金の新制度対象者

で、政令第１条第２項第１

号に掲げる額から第２号に

掲げる額を控除した額が

154,500円以上203,100円未

満である者

支援対象者 支援額 必要書類

・（令和２年４月から令和２年

６月まで）

静岡県内の高等学校（通信制）

に通う就学支援金の新制度対象

者で、保護者等の道府県民税所

得割の額と市町村民税所得割の

額を合算した額が、257,500円以

上338,500円未満である者

・（令和２年７月から令和３年

３月まで）

静岡県内の高等学校（通信制）

に通う就学支援金の新制度対象

者で、政令第１条第２項第１号

に掲げる額から第２号に掲げる

月額14,850

円/人

授業料減

免確認書

（別紙様式１）

げる額から第２号に掲げる

額を控除した額が154,500円

以上203,100円未満である者

エ

就学支援金の対象者で、政

令第１条第２項第１号に掲

げる額から第２号に掲げる

額を控除した額が203,100円

以上227,100円未満である者

月額

6,600

円/人

区分 支援対象者 支援額 必要書類

ア

就学支援金の対象者で、政

令第１条第２項第１号に掲

げる額から第２号に掲げる

額を控除した額が 154,500

円以上 203,100 円未満であ

る者

就学支

援金対

象者の

残支給

単位数

に係る

支給上

限額か

ら就学

支援金

の額を

除いた

額（た

だし、

・授業料

減免確認書

（別紙様式１）

・保護者

等が静岡

県外に在

住してい

る 場 合

は、他の

自治体で

同様の補

助金を受

給してい

ない旨の



※ （略）

２ （略）

３ 遠距離通学費支援

※ （略）

２ （略）

３ 遠距離通学費支援

額を控除した額が154,500円以

上203,100円未満である者

支援対象者 支援額 必要書類

「１ 授業料減免支援」のうち

（１）区分ア及び区分イの授業

料減免支援の対象となる生徒

（授業料月額が就学支援金の支

給月額以下の専修学校等におい

て、（１）区分ア及び区分イの

（略） （略）

月額

14,850

円/人を

支給上

限とす

る。）

誓約書

(別紙様式１の２)

イ

就学支援金の対象者で、政

令第１条第２項第１号に掲

げる額から第２号に掲げる

額を控除した額が203,100

円以上227,100円未満であ

る者

就学支

援金対

象者の

残支給

単位数

に係る

支給上

限額か

ら就学

支援金

の額を

除いた

額（た

だし、

月額

2,475

円/人

を支給

上限と

する。）

支援対象者 支援額 必要書類

「１ 授業料減免支援」のうち

（１）区分ア及び区分イの授業

料減免支援の対象となる生徒

（授業料月額が就学支援金の支

給月額以下の専修学校及び各種

学校において、（１）区分ア及

（略） （略）



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

様式第１号を次のように改める。

※ 私立高等学校（通信制）は遠距離通学費支

援の対象外とする。

※ 通信制高等学校は遠距離通学費支援の対象

外とする。

対象となるべき生徒も含む。 ）

で、基準額（15,000 円/月）を

超過して公共交通機関（ただ

し、新幹線特急券は含まない。

以下同じ。 ）を利用して通学し

ている生徒

び区分イの対象となるべき生徒

も含む。 ）で、基準額（15,000

円/月）を超過して公共交通機

関（ただし、新幹線特急券は含

まない。以下同じ。 ）を利用し

て通学している生徒



様式第２号（第４号）その１を次のように改める。



様式第２号（第４号）その２を次のように改める。



様式第２号（第４号）別紙１ その１を次のように改める。



様式第２号（第４号）別紙１ その２を次のように改める。



様式第２号（第４号）別紙３を次のように改める。



様式第３号を次のように改める。



様式第５号を次のように改める。



様式第６号 その１を次のように改める。



様式第６号 その２を次のように改める。



様式第６号別紙１ その１を次のように改める。



様式第６号別紙１ その２を次のように改める。



様式第６号別紙３を次のように改める。



様式第７号を次のように改める。



別紙様式１を次のように改める。



別紙様式１の２を次のように定める。



別紙様式２を次のように改める。



別紙様式３を次のように改める。



附 則

この告示は、公示の日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。


